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（小特集①）
農業水利施設を広域的に管理する主体の必要性と政策的課題

荘林幹太郎・木下　幸雄・岡島　正明

　農業水利施設ストックの減耗傾向と農業予算上の制約のも
と，地域レベルでの維持管理投資・更新投資・新規投資の費用
合計を徹底的に平準化する必要がある。そのためには，これら
の投資をめぐる意思決定を技術的かつ長期的観点から行いうる
主体の存在が不可欠である。しかし，そのような意思決定を行
いうる広域の管理主体が農業水利施設に関しては存在していな
い実情を踏まえて，本報では広域管理主体の必要性と，その創
設のための政策的課題，さらに課題への対応に関する選択肢を
提示した。
� （水土の知89-9，pp.3～7，2021）

土地改良区，合併，統合，更新事業の平準化，意思決定

（小特集②）
大雪土地改良区における農村DXに向けた取組み

矢挽　尚貴・長岡　範之・佐々木辰善�
松尾　秀人・亀割　敏之・山本　公彦

　農業構造改革が全国に先駆けて進行している北海道では，農
作業の省力化や土地改良施設の管理省力化のためのスマート農
業や ICT活用への関心が高まっている。旭川市の大雪土地改
良区では，1990年代半ばからGISによる農地情報の整備を進
め，土地改良区の業務の合理化を図るとともに，行政や農業関
係機関と連携して農地情報の利活用を進めてきた。具体的には，
農地集積計画の策定や人工衛星画像データを活用したコメのタ
ンパクマップ作成，施設管理の合理化や低コスト化などを実現
してきた。一方，情報の共有，共同利用のためには，行政機関
における情報共有ルールの明確化や費用負担の合意形成など，
解決すべき課題が存在している。
� （水土の知89-9，pp.9～12，2021）

土地改良区，農地情報，地理情報システム，情報共有，
デジタルトランスフォーメーション

（小特集③）
水利用計画策定事例にみる土地改良区の地域的役割

八百川朋世・横山林太郎・金津谷博一

　本報では，受益地の 80％近くが畑地化した地域における新
たな水利用（水田，畑）計画策定において，土地改良区が果た
している役割を考察した。現在の水利権は水田用水としての利
用を前提とした暫定水利権のため，河川管理者からは地域の実
態に即した水利用の用途の明確化や，実際の水利用を担保する
施設整備が求められている。新たな水利用計画の取りまとめに
おいては，土地改良区を中心に，組合員や関係機関，地域住民
を交えて一体感のある前向きな議論が展開されており，この背
景には，土地改良区が持つ組合員との強い信頼関係や地域との
ネットワークがある。土地改良区は，この立ち位置を活かし地
域に貢献することが期待されている。
� （水土の知89-9，pp.13～16，2021）

土地改良区，水利用計画，水利権，田んぼの学校，畑地
灌漑

（小特集④）
新潟県における農業用ポンプの維持管理に関する実態調査

小林　和夫・水島　孝典・岡本　英樹�
星野　健介・鈴木　哲也

　本報では，新潟県内の70土地改良区を対象にアンケートを
実施し，農業用ポンプ設備の維持管理に関する実態調査を行っ
た結果を報告する。なお，特定の3土地改良区について，さら
に聞取り調査による詳細把握を試みた結果を報告する。その結
果，全回答の約8割で大規模な点検整備を実施していた。その
ほとんどは補助金の活用により実施していた。聞取り調査では，
職員の設備に関する維持管理の技術力が，精度や効率に影響を
与えることが明らかになった。これらから，さまざまな規模や
実情を有する土地改良区が維持管理を効率的に行うには，組合
員の負担を考慮しつつ，ICT等を活用した管理方法の構築や
補助事業に関する議論が必要と考えられる。
� （水土の知89-9，pp.17～20，2021）

施設管理，ポンプ設備，維持管理，アンケート調査，管
理者ニーズ，土地改良区

（小特集⑤）
オーストラリア灌漑事業体の会社化と土地改良区への示唆

木下　幸雄

　オーストラリアでは水政策改革の一環として，行政機関の一
部門として運営されてきた灌漑用水供給事業を会社化し，効率
的なサービス供給ができる組織に転換した。こうした灌漑事業
体の会社化をめぐって，組織デザイン，ガバナンス構造，事業
計画マネジメント，ベンチマーキングといった経営的特徴を明
らかにする。そこから汎用的な枠組みを析出し，短・長期的な
視座から日本の土地改良区の運営問題に対する示唆を論じる。
具体的には，戦略的なマネジメントができる土地改良区への改
革とともに，選好が異なる農業経営体が内包される組合員の，
それぞれにとって合理的となるサービスの提供方法と費用負担
原則を追求する抜本的な制度改革を考える。
� （水土の知89-9，pp.21～24，2021）

オーストラリア，水政策改革，会社化，組織，マネジメ
ント，土地改良区，土地改良制度

（報文）
富山県における用水路転落事故の実態解明

星川　圭介・堀田　善之・川島　秀樹・竹沢　良治

　富山県では平成21年度から 30年度までの10年間で 184件
の農業用水路への転落死亡事故が発生している。こうした用水
路転落事故の発生実態解明を進めるため，一般住民向け郵送ア
ンケート調査と転落事故発生用水路の現場調査を実施した。こ
の結果，農業関連作業中の転落に加え，居住地の周辺で歩行中
や自転車走行中に足を滑らせたり体勢を崩したりしたことを契
機に転落しているケースが多いことが明らかになった。また，
流速が 1.0 m/sを超える水路では転落が死亡事故につながる
危険性が高いことも示された。さらにこれらの結果を踏まえ，
地形データ等に基づき優先的に対策を進める地域を絞り込むた
めの検討を行った。
� （水土の知89-9，pp.27～30，2021）

用水路，転落事故，ガイドライン，扇状地，アンケート，
流速
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（報文）
市野新田ダムにおける貯水池浸透量の定量的評価への試み

山田　敏克・溝口恵美子・小菅　達也

　湛水時の浸透量はフィルダムの安全管理において最も重要な
観測項目の一つである。実測浸透量は，貯水池からの浸透量と
貯水池以外（地山，降雨，融雪）に起因する浸透量から構成さ
れ，このうち，定量評価に必要な成分は前者の貯水池からの浸
透量である。ただし，実測浸透量はこれらの成分の総計である
ため，実測浸透量から貯水池以外に起因する浸透量を差し引き，
貯水池からの浸透量を抽出する必要がある。本報では市野新田
ダムにおける試験湛水前，もしくは試験湛水期間中の各種観測
結果（実測浸透量，地下水位，降雨量，融雪量，気温）を分析
し作成した貯水池からの浸透量評価モデルを用いた浸透量の定
量的評価への試みについて記した。
� （水土の知89-9，pp.31～34，2021）

フィルダム，貯水池浸透量，降雨の影響，融雪の影響，
地下水位の影響，安全管理

（リポート）
ICT自動給水栓の普及加速化のためのマーケティング

北村　浩二

　農家の高齢化や減少に対応し，担い手農家に農地を集積し経
営規模拡大を図るために，ICT自動給水栓などの先端技術の
現場への普及が政策課題となっている。ICT自動給水栓の普
及を加速化させるために，農業者や企業，研究機関，行政など
の関係者が共通認識として理解し役に立つと思われるマーケ
ティングの考え方について，既往文献に基づき整理するととも
に，筆者が聞取り調査を行った事例を交えながら報告する。
� （水土の知89-9，pp.35～38，2021）

ICT，自動給水栓，普及加速化，マーケティング，セグ
メンテーション，マーケティング･ミックス，行動決定
要因

（技術リポート：北海道支部）
風食防止灌水計画の検討

千葉　清人・南部　雄二・赤塚　脩介

　数年に1回発生する風食により，表土の飛散・堆積を通して
播種・移植直後の農作物はダメージを受ける。北海道東部オ
ホーツク・十勝地域等では，1970年代に実施された国営事業
において風食防止対策としての畑地灌漑の実施が検討されてき
た。2019年に十勝管内で実施した風食防止灌水に関するアン
ケート調査では，「強風を予測した灌水実施は難しい」，「繁忙
期なので忙しくて対応できない」，「自分だけ灌水しても効果が
期待できない」とする回答が多かった。そこで，自走式スプリ
ンクラで風食防止を目的とした灌水日数を試算すると，灌水量
9.0 mmの場合，レインガン方式で2.7日，ブームスプリンク
ラ方式で2.9日となり，間断日数3日で実施可能であった。
� （水土の知89-9，pp.40～41，2021）

畑地灌漑，気象災害，風食，ペンマン法，間断日数

（技術リポート：東北支部）
前川頭首工の災害復旧と工法

廣谷　行治・遠田　一成

　「前川頭首工」は，山形県の庄内地方南部の鶴岡市に位置し，
令和2年 7月 27～29日発生の豪雨災害により被災した施設で
ある。当該箇所は，融雪や雪害および豪雨で河川水位が上昇し，
一級河川最上川水系藤島川の氾濫等により過去複数回被災して
いる。直近では平成25年に被災し，その際は，コンクリート
ブロック工法による復旧を行った経緯がある。災害復旧工事の
工法の選定に当たり，災害復旧事業の原則である原形復旧によ
るコンクリートブロック工法で復旧した場合，再度被災の危険
があると判断し，原形と異なる復旧工法3案を比較検討し，コ
ンクリート現場打ち工法にて改良復旧で施工した。
� （水土の知89-9，pp.42～43，2021）

災害復旧，復旧工法，頭首工，揚圧力，改良復旧，機能
強化，ドローン

（技術リポート：関東支部）
中山間地域における樹園地の圃場整備

一ノ瀬千玄・畑　　翔弥・高橋　克槻

　山梨県の農業は，恵まれた自然条件と生産者のたゆまぬ努力
により，日本一の生産量を誇るブドウ，モモ，スモモといった
果樹を中心に，野菜，水稲，花き，畜産などの特色ある産地を
形成してきた。しかしながら，近年農業を取り巻く状況は，農
業従事者の減少や高齢化，荒廃農地の発生など厳しい状況にあ
る。特に本県の大部分を占める中山間地域において，このよう
な状況が進行していることから，本報では，中山間地域である
南アルプス市中野地区において行った樹園地の圃場整備の事例
を紹介する。
� （水土の知89-9，pp.44～45，2021）

中山間地域，圃場整備，農地中間管理機構，担い手，醸
造用ブドウ

（技術リポート：京都支部）
「農業用ため池防災対策プロジェクト」の推進

佐久間俊直

　岐阜県には，2,258カ所の農業用ため池がある。近年，豪雨
等により全国各地でため池の決壊が発生している。このため岐
阜県では，防災重点農業用ため池（1,399カ所）を中心に耐震・
豪雨対策を実施している。本報では，「ため池管理保全法」や「た
め池工事特措法」が施行されたことを受け，令和3年度に新た
に立ち上げた「農業用ため池防災対策プロジェクト」の取組み
を紹介する。
� （水土の知89-9，pp.46～47，2021）

岐阜県，農業農村整備，ため池，優先度，防災行動計画，
地域防災力，プロジェクト
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（技術リポート：京都支部）
ICT技術を活用した生産性向上事例

岡田　篤弥・小林　龍平

　新川流域二期地区では，幹線排水路の造成から40年以上が
経過し，老朽化した施設の機能保全対策が進められている。ま
た，新型コロナウイルス感染症拡大防止対策のため，工事現場
で遠隔確認を行う必要があった。本報では，新潟県内の排水路
工事において，ICTを活用して，矢板施工出来形の遠隔確認
に関する課題解決を行った結果について報告する。
� （水土の知89-9，pp.48～49，2021）

現場報告，排水路，ICT機器，遠隔確認，LS，施工履
歴データ，維持管理

（技術リポート：中国四国支部）
推進工法における曲線計画事例

板東　和典

　用水路の不同沈下に起因する通水機能の低下が生じたため，
恒久的な対策としてパイプラインの整備を行うこととし，農地
と宅地が混在している区間においては，推進工法を採用してい
る。本報では，宅地化が進行する地域内で住民の生活環境に与
える影響を極力少なくするため，急曲線推進工を計画した際の
工法選定，工法の詳細検討を行う手順等について紹介する。
� （水土の知89-9，pp.50～51，2021）

推進工，曲線推進，泥水式推進，管周面摩擦低減工法，
灌漑用水

（技術リポート：九州沖縄支部）
農道工事における火山灰質粘性土を用いた盛土対策

山口　正則

　長崎県東彼杵郡川棚町の地方創生道整備推進交付金川棚西部
地区では，平成22年度から中山間地帯を横断する基幹的な農
道6.0 kmを整備している。本農道の整備により，整備水準が
低い現道を利用している畜産物および購入飼料の輸送の合理化
を図るとともに，川棚川流域にある水田地帯へのアクセスを向
上させることで，堆肥の農地還元や稲わらの畜産への活用と
いった耕畜連携による資源の地域内供給システムの確立を目的
としている。本事業の令和元年度の施工区域において，細粒分
が多く締め固まりにくい火山灰質粘性土が確認された。本報で
は，現地で発生した火山灰質粘性土を土質改良し，盛土材とし
て流用した内容について報告する。
� （水土の知89-9，pp.52～53，2021）

農道，火山灰質粘性土，盛土工，土質改良，室内配合試
験
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